
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：20－026） 

 

１ パラオで大統領予備選挙が9月22日実施され、Raynold Oilouch氏と

Surangel Whipps Jr.氏が11月3日の大統領選挙に進むこととなった。Alan Seid

氏とJohnson Toribiong氏は敗れた。引き続き不在者投票が29日まで実施され、

公式結果はその後になる予定だが、上位2名は変わらない見込み。投票率は

30％だった。 

原文 

（25th September 2020, Island Times） 

 

２ 中国は南シナ海での人工島建設戦略と同様、太平洋へ戦略を広げている。

昨年台湾承認から中国承認に転換したキリバスの与党TKPのマニフェスト「キ

リバス20年ビジョン」では、2つの主要ハブ港を首都タラワ環礁とハワイの南

に位置するキリスィマスィ（クリスマス）環礁に構築することが最優先事項と

され、また、経済発展と気候変動対策を目的として大規模な島のかさ上げが提

案されている。これらは、世界的なマグロ好漁場と海底資源の支配を中国にも

たらし、潜在的には中国の軍事基地としての用途の可能性を高め、米軍ハワイ

基地に対するプレゼンスとなる。中国の太平洋を掌握する戦略におけるもう1

つの手段は、フランス領ポリネシアのハオ環礁のリースである。表面的には20

億ドル以上かけた魚養殖場の開発だが、海軍艦隊の受け入れに十分な広さと水

深を有する。太平洋島嶼国の開発ニーズに他のパートナーが応えないため、ま

すます中国の支援に傾いており、オーストラリアは、自身の国家安全保障のた

めに、太平洋島嶼国ニーズをより適確に把握し、それに開発援助を合わせる必

要がある。 

原文 

（11th September 2020, Australian Strategic Policy Institute） 

 

３ ドイツはインド太平洋地域についての新たな政策ガイドラインを発表した。

中国中心のアジア戦略に代えて、日本や韓国といった民主主義国家とのパート

ナーシップに焦点を当て、法の支配の重要性と市場開放の促進を強調している。

中国市場が期待通りに開放されない一方で、中国経済へ依存し過ぎる問題や、

香港の国家安全保障法及びウイグル人抑留施設など、人権問題への警戒感がヨ

ーロッパ全土で高まっていることのあらわれであり、フランス、日本、オース

トラリア、ASEAN諸国のアプローチとも共通するものだ。 

（関連参考記事：在インドネシア独大使による寄稿 リンク参照） 

（関連参考記事：日本のASEAN大使による発言 リンク参照） 

原文 

https://islandtimes.org/oilouch-vs-whipps-in-race-to-presidency/
https://www.aspistrategist.org.au/china-expands-its-island-building-strategy-into-the-pacific/
https://www.thejakartapost.com/academia/2020/09/16/germany-europe-and-asia-shaping-the-21st-century-together.html
https://en.vietnamplus.vn/amm-53-japanese-ambassador-to-asean-praises-the-lead-of-vietnam/182969.vnp
https://asia.nikkei.com/Politics/International-relations/Germany-ends-China-honeymoon-with-new-Indo-Pacific-strategy


（9th September 2020, Nikkei Asian Review） 

 

４ 第 75回国連総会に合わせて、サンゴ礁を保護するためのこの種で初めての

「サンゴ礁世界基金」（The Global Fund for Coral Reefs）が発足した。今後

10年間で 5億ドルを調達し、サンゴ礁保全に投資することを目指す。 

原文 

（16th September 2020, UNEP） 

 

５ 9月 15日 1200 までの 1週間で、太平洋地域における COVID-19 感染は、パ

プアニューギニア（PNG）で感染症例数が 516件（前週 497件）、死者数が 6人

となった。フランス領ポリネシアは 1,055 件（同 773 件）となり、初めての死

者 2 人が確認された。グアムでは 1,891 件（同 1,671 件）となり、北マリアナ

諸島では 60件（同 58 件）、フィジーでは検疫で 1件確認されて 32件となり、

インドネシアのパプア州と西パプア州は合計で 5,757 件（同 5,088 件）となっ

た。 

 PNGの感染は 300件が首都区、185件が西部州で記録されているが、検査能力

が限られているため、感染者数が過小報告されている可能性があるとして警告

を発出した。また、財務相の発表で、国の債務が 2020 年は GDP 比で 40.3％だ

ったのに対し、2021-2022年は 55％に増加することが明らかとなった。 

 フランス領ポリネシアでは、公共の場でのマスクの着用義務付けられた。同

地域では 1,055 件のうち 993 件が第 2 波で記録されており、これは 7 月の観光

再開のための国境開放の時期と一致している。 

 ソロモン諸島については、フィリピンにいる 6 人の学生の感染が確認された。

フィリピンにいる 385 人のソロモン諸島の人々が本国送還を待っている。一方、

PNG のブーゲンビルとの国境閉鎖に伴う食糧不足の懸念について、ソロモン諸

島政府は、同国ショートアイランド島の住民への食料供給を保証した。 

 キリバスは国民の本国送還を除いて年内は国境を開放しないことを発表した。

同国は本国送還の準備がほぼ完了しているとし、マーシャル諸島に居る 20人が

最初となる予定である。 

 グアムでは、感染の 70％が 8月及び９月に確認され、検査の陽性率も 10％に

達し、第2波の深刻さが浮き彫りとなった。249件が米軍関係者となっている。 

 北マリアナ諸島では、唯一の病院が料金未払いで電気が止まり、6 時間予備

電源での運用を強いられるなど、その医療の状況が明らかとなった。（※各国

別の最新の詳細はリンク参照） 

原文 

（16th  September 2020, Policy Forum） 

 

６ 韓国のヒュンダイサムホ重工業はシンガポールの Eastern Pacific 

Shipping (EPS)に世界初のLNG駆動の超大型コンテナ船「CMA CGM Tenere」（長

さ366m、積載量14,800TEU）を納入した。 

原文 

（16th September 2020, Marine Link） 

https://www.unenvironment.org/news-and-stories/press-release/new-united-nations-multi-partner-trust-fund-coral-reefs
https://docs.google.com/document/d/1Utn29lbJIwYooy23shKGvgEbcvbkqSuP002LsqL9JaU/edit#heading=h.fa4jimx1vbp0
https://www.policyforum.net/covid-19-the-pacific-response-16-september/
https://www.marinelink.com/news/worlds-first-lngpowered-large-481738


 

７ インドネシア海上保安機構（BAKAMLA）は、同国排他的経済水域である北

ナツナ海に許可なく入域した中国海警局巡視船を退去させた。インドネシア当

局によると、中国巡視船はいわゆる九段線を巡回する権利を主張した。2016年、

国際裁判所は九段線を法的に根拠がないとして退けている。 

原文 

（13th September 2020, The Jakarta Post） 

https://www.thejakartapost.com/news/2020/09/13/bakamla-drives-chinese-coast-guard-vessel-off-north-natuna-waters.html

